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温故知新の後払い決済「BNPL」

　BNPL とは、「Buy Now Pay Later」の略である。

訳せば「今すぐ購入して、後で支払う」。クレジット

カードを事前登録することなく、即座に EC 決済でき

る「後払い決済サービス」として、近年注目を集めて

いる。

　元々、後払いのサービスは特別珍しいものではない。

カタログ販売が分かりやすい例であろう。商品が掲載

された冊子を見て、購入を申し込み、後日商品が到着

すると請求書が同封されていて、代金をコンビニや銀

行振込で支払う。多くの人になじみのあるこの決済ま

での流れは BNPL も踏襲しているが、商品の閲覧や

注文を EC 上で行うところが従来のカタログ販売とは

異なる。

　では、一般的なネットショッピングとは何が違うの

か。最大の相違点は、BNPL ではクレジットカードが

不要なことである。EC サイトにクレジットカードの

情報を登録することなく購入でき、支払いは後日、コ

ンビニでの現金払いや銀行振込で行う。最後の支払い

については、従来からのカタログ販売と同様といえる。

　BNPL が現在注目されている理由は主に３つある。

「後払い」は以前からあった決済の一形態だ。それがEC市場の拡大とデジタル化の進展と結び付き、
新形態の後払い決済サービス「BNPL」として結実した。その意味では、古くて新しい仕組みといえるだろう。

多様な消費者の複雑なニーズに対応し、Z世代との親和性も高いとされるBNPL。
日本市場にどのようなインパクトを与えるか考察したい。

後払いの新形態「BNPL」とこれからの消費・決済
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1 つ目は、コロナの影響により、それまで実店舗で買

い物していた層が「巣ごもり生活」となり、自宅での

EC 利用にシフトしたこと。EC 市場の急拡大が根底

にあることはまずおさえておきたい。２つ目は、クレ

ジットカードのような審査が不要であるため、手間が

かからず心理的コストも低く利用障壁が低いこと。お

おむね電話番号やメールアドレスを入力するだけでよ

い。3 つ目は、クレジットカードを所有できない若年

層や敬遠している高齢者や女性層に加え、コロナ禍に

よる一時的な収入減を当座しのぎたい層など、BNPL

に対し需要を持ちうる消費者層が拡大、顕在化したこ

と。社会情勢の変化も相まって浮き彫りになったター

ゲット層へ BNPL が訴求され、市場浸透が加速した。

AI・データ活用が欠かせない
BNPLの仕組み

　BNPL の仕組みを整理したのが図１である。まず

顧客（消費者）が EC サイトで商品を選び、注文する

（❶）。注文を受け付けた EC サイトは、顧客の信用確

認を後払い決済サービス事業者に依頼する（❷）。依

頼を受けた決済サービス事業者は、携帯電話での

SMS 認証等で本人確認を行い、与信審査を実施する

（❸）。ここで着目すべき点は、クレジットカードのよ

うに本人の職業や年収、家族構成、利用目的は問わな

いということである。一部、信用情報機関が保有する

いわゆる「ブラックリスト」に登録されている場合等

を除き、販売は承認され（❹）、顧客に商品が発送さ

れる（❺）。この時、EC サイト事業者の立替請求を

受け（❻）、後払い決済サービス事業者は商品代金を

立て替える（❼）。後日、顧客は商品と併せて送付さ

れてきた請求書や払込票を用いてコンビニ等で代金を

支払い（❽）、後払い決済サービス事業者に振り替え

られる（❾）。

　後払い決済専業の事業者の多くはアプリによるサー

ビス提供を行っている。そのため、本人確認には携帯

番号が用いられることが多いが、これに加え運転免許

証やマイナンバーカードを登録をすることで特典が付

くサービスも存在する。例えば、都度払いから、月ご

との合算払いに変更可能といった具合である。無論、

このような特典を付与する理由は。追加される本人情

報が与信審査上のメリットを生むからである。

　では、後払い決済サービス事業者は、どのように与

信審査を行うのか。そのノウハウは公表されていない。

外部の信用情報を照会することはあるが、基本的には

独自の AI モデルで審査を実施している。蓄積された

BNPLの仕組み
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アプリの利用実績により、信用状態が変化し、与信額

が増えることもある。後払いでは行動履歴を与信の参

照にしていることから、詳細は明らかではないが利用

した EC サイトのジャンル、商品の種類、買い物の頻

度や時間帯なども分析していると考えられる。

　これまで、各事業者は顧客の会員情報や自社での購

買情報、それらに基づく自社内に閉じた与信情報を有

していることはあったが、これだけでは十分な与信審

査は難しい。一方、BNPL 事業者は、複数の EC 加

盟店での購買や支払いに関する情報を蓄積し、AI・

ビッグデータを活用することで独自の与信審査を実現

している。すなわち、様々な EC サイトでの購買・支

払履歴や顧客属性による購買・支払傾向などのビッグ

データと、それらを分析して実務にたえる与信審査が

可能な AI が必須である。BNPL 台頭の背景に昨今の

DX の潮流が存在することは言わずもがなであろう。

　

市場拡大を牽引する
出自の異なる多彩なプレイヤーたち 　

　BNPL を提供しているプレイヤーはいくつかのカ

テゴリーに分けられる（図２）。日本では、Paidy と

ネットプロテクションズが、注目度の高い専業の事業

者だ。海外に目を向けると、スウェーデンの Klarna、

アメリカの Affirm、オーストラリアの Afterpay が存

在感を増しており、いずれもフィンテック先進国の企

業である。そのほか、自社の決済サービスを後払い可

能なものに拡充したのが、JACCS などの金融・決済

専業の事業者である。メルペイやファミペイは、元々

QR コード決済からスタートし、後払い機能を追加し

た。2022 年２月、QR コード決済の国内最大手

PayPay が後払い機能導入と同時に開催した大型キャ

ンペーンが BNPL の認知を広めたことは間違いない

であろう。また、ネット通販対応では後れを取ったと

いわれるニッセンも後払い決済事業を推進する合弁会

社を設置し、サービス提供を開始している。

　

　簡易な審査で発行でき、後払い決済が利用可能な

「次世代カード」にも言及しておこう。Nudge は、最

短でカード決済の翌日からセブン銀行 ATM や銀行振

込で返済が可能となり、返済した分だけカードの与信

枠が復活。カードを使った翌月末までに返済すれば金

利も発生しない。Kanmu が提供する「バンドルカー

ド」は、最短 1 分で発行できる Visa ブランドのプリ

BNPLを提供する主なプレーヤー

まず向き合うべきインフルエンサー
マーケティングの台頭
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ペイドカードである。専用アプリの「ポチっとチャー

ジ」を使えば、すぐさまチャージでき、急な購入にも

対応できる。チャージ金額は手数料と一緒に、翌月末

までにコンビニ等で後払いする。

　このように、BNPL と一言で言ってもそのサービ

ス内容には違いがある。前述以外にも、支払いの繰り

延べや分割・リボ払いが可能なサービスや、分割でも

手数料がかからないサービス、郵便局振替に対応して

いるサービスなど、各社様々な特色を持っている。こ

れらの違いは参入プレイヤーが増える後払い市場での

差別化要素である一方、顧客視点で見れば、利用者自

身や購入品、利用場面などに合わせた顧客体験の多様

化と捉えることもできる。

　

BNPLの今後を占う
キャッシュレス市場の動向 　

　BNPL 市場が伸長した背景として、キャッシュレ

ス市場の動向について触れておきたい。EC 決済市場

における BNPL の取扱高及びその割合は、右肩上が

りで伸びている（図３・左）。コロナ禍を契機として、

幅広い世代が EC 決済を経験し、今後も BNPL が拡

大傾向にあるのは間違いない。一方で、クレジット

カードやそのほかの決済手段と比較すると、BNPL

をメインの EC 決済手段としている人はまだ少なく、

2022 年１月に行われた調査ではわずか 0.8％だった

（図３・右）。さらに同調査では、「BNPL を知ってい

る」と答えたのは 27.8%、その中で「BNPL を使っ

たことがある」と答えたのは 46.0% であった。すな

わち、BNPL 利用経験者は全体の 12.8% ほどにとど

まるとみられる。

　2024 年度の取扱高割合の予想は 6％強。ただ、そ

の後順調に伸びたとしても 10％程度で頭打ちになる

と推測する。当面はクレジットカードが EC 決済の主

流であり続けると考えられるため、あくまで決済手段

の一つとして BNPL は一定のシェアで落ち着くとい

う見立てである。

　商品によってクレジットカードと BNPL を使い分

ける消費者もいるだろう。例えば、「ペイディあと払

いプラン Apple 専用」を使えば、口座振替又は銀行

振込に限るが Apple 製品を手数料なしで最大 36 回の

分割払いで購入可能だ。しかも、通常のペイディの利

用可能額とは別の Apple 専用利用額が用意される。

数十万円ほどの少々高額な商品なら一時的に BNPL

を使う、というケースは今後増えるかもしれない。

追い風となった改正割賦販売法

　BNPL 台頭の立役者として欠かせないのは割賦販

キャッシュレス市場の動向

【調査概要】
調査手法：インターネットでの
アンケート　
調査対象者：事前調査で「ネッ
ト通販を利用したことがある」
と回答した男女　
調査期間：2022年1月17日～
1月18日　
集計対象人数：1,000名（30代
以下～70代以上　各200名）
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売法の改正である（図４）。2021 年 4 月 1 日施行の

改正割賦販売法では、従来から規定されているクレ

ジットカード会社を表す「包括信用購入あつせん業

者」に対し、信用情報機関に依存せず自前の与信審査

が可能な「認定包括信用購入あつせん業者」が創設さ

れた。無論、当該事業者には適正な運用のための内部

管理体制の整備等が求められる。加えて「登録少額包

括信用購入あつせん業者」も新設され、極度額 10 万

円以下であればカードを発行できる業者を行政が認定

できるようになった。また、かつては利用者の承諾を

取得しなければ電子化できなかった取引条件表示（会

員規約）や利用明細等の書面交付義務だが、本改正に

より情報提供義務に緩和された。すなわち、利用者の

求めがあれば書面交付を行うが、通常はウェブ掲載

（ダウンロード機能も不要）だけで済む。（契約の解除

等における催告を除く。）これにより、EC 上で

BNPL の申し込みを完結できるなどの利点が生まれ

ている。

　

クレジットカード会社の攻勢

　このような流れを受け、クレジットカード各社も

BNPL に参入している。ジェーシービー（JCB）は

2021 年 2 月、国内 BNPL 市場シェア１位のネットプ

ロテクションズと約 60 億円の資本提携を結んだ。

JCB を引受先とする第三者割当増資について両者が

合意したもので、JCB の出資比率は 10.24％となる。

R&D、オペレーション等幅広い領域における協業を

狙っている。Mastercard（米）は、気鋭のフィンテッ

クスタートアップ Finicity（米）を約 8.25 億ドル（約

862 億円）で買収した。これにより得たオープンバン

キング API サービス（金融情報を収集・解析し、共

有するサービス）を活かし、銀行向けに後払い決済

サービスの提供を開始している。既存のカード事業か

らの転換を狙い、世界金融機関向けの BaaS を構想す

る同社にとって、これ以上ない強力なデータ分析基盤

となるであろう。さらに VISA（米）は、スウェーデ

ンのフィンテックスタートアップ Klarna と連携し、

スウェーデンとドイツで「Klarna カード」を発行、

後払い決済市場に参入した。VISA は他にも Paidy 等

の新鋭企業に戦略的出資を積極的に行っている。ス

タートアップとの連携を強め、新たな顧客体験の創出

を狙う同社の戦略が浮き彫りになっている。　

　先に述べた PayPay を皮切りに今後、EC サイトと

親和性の高い楽天などの決済事業者が BNPL 市場に

改正割賦販売法の概要と認定・登録事業者
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参画してくることも見込まれる。

決済に問われる新たな顧客体験 　

　BNPL の拡大には、購買体験の在り方の変化も大

きく影響している。前述の VISA 参入の背景でも触

れたが、昨今、決済においても新たな顧客体験が問わ

れている。これからの金融サービスを考えるにあたっ

て欠かせない視点であるため、少し言及しておきたい。

　そもそも購買に付随する支払い行為は、顧客にとっ

ては「余計な手間」ともいえる。当然ではあるが、購

買の目的は商品・サービスを得ることであり、決済で

はないからだ。それならば、決済の「煩わしさ」を取

り除き購買をなるべく阻害しないようにできないか。

今 日、 重 要 視 さ れ て き て い る CX（Customer 

Experience：顧客体験 / 顧客体験価値）にはもちろん、

購買や支払いも含まれる。本来の目的である購買や、

本来の価値である商品・サービス体験の阻害（購買意

欲の喪失等）を生み出さない設計が求められる。この

ような顧客体験における障壁や手間といった摩擦（フ

リクション）を取り除く「フリクションレス」という

考えは、昨今のマーケティングトレンドとも重なる。

フリクションレス化は新たな金融サービスの在り方

「エンベデッドファイナンス（Embedded Finance）」

の特徴でもある。「組み込み型金融」「埋め込み型金

融」などとも呼ばれるこのコンセプトは、サービスの

中に金融機能が組み込まれており、利用者本人が金融

サービスを意識せずに利用できる仕組みである。例え

ば、Uber の配車サービスでは、手配した車に乗り、

目的地に到着したとき、運賃を支払う行為は必要ない。

アプリに事前登録されたクレジットカードで自動的に

決済が完了するからだ。また、レジのないコンビニエ

ンスストアである Amazon Go では、アプリの QR

コードをかざして入店し、欲しい商品を手に取って、

そのまま店を出ることができる。退店の際、自動的に

アプリ内で決済が完結する。

　

コロナ禍の課題を解決に導いた BNPL

　では、BNPL は具体的にどのような消費者が利用

しているのだろうか。日本は、諸外国と比べてクレ

ジットカードの保有率が高い。Amazon や楽天など

の主要 EC サイトでクレジットカード情報を登録し、

日常的にショッピングしている利用者も多い。しかし、

コロナ禍で状況に変化が生じた。普段利用していな

かった EC サイトで購入する機会や、対面での現金払

いを好んでいた層がやむを得ず EC サイトを利用する

機会が増えた。その際、クレジットカード情報を EC

サイトに新たに登録する「手間」の発生や、登録自体

を敬遠する向き、そもそもクレジットカード未保有者

は EC サイトで購入できない、といった課題が生じた。

このような消費者の課題に対して、クレジットカード

を事前登録することなく、即座に EC 決済できる

BNPL は１つの解決策となった。

次世代を担う
Z世代の特徴と消費行動 　

　BNPL 利用者の中でも注目したい層は、EC サイト

を含むインターネットのサービスを頻繁に利用する若

者たち。いわゆる「Z 世代」だ。彼らの中にはクレ

ジットカードを所持できない未成年者や学生たちも多

い。メルペイの調査によると、10 ～ 20 代の BNPL

利用が目立っている。

　Z 世代の定義には諸説あるが、一般的には、1995

～ 2010 年生まれの世代である（図５）。その前の世

代である X 世代（1965 ～ 1980 年生まれ）、Y 世代

（1981 ～ 1995 年生まれ）との大きな違いは、幼少期

から既にインターネット環境が整備されており、スマ

ホ等のデジタルデバイスが日常に存在していたことだ。

　そのような環境から、ネットリテラシーが高く、新

たな技術への適応力が高いデジタルネイティブである

こと（特徴❶）が Z 世代の特徴として挙げられる。ま

た、個人の価値観を認め多様性を尊重すること（特徴

❷）や、複数のコミュニティで異なるアイデンティティ

を使い分け、その中での関係性を意識すること（特徴

❸）もよく言われる。これには、SNS の浸透によって

地理的な制約なく様々な人との繋がりを持てるように
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なったことが大きく影響していると考えられる。言い

換えれば、彼らの関心は身の回りだけでなく社会全体

に広がっている。このことからも社会課題や倫理への

関心が強いこと（特徴❹）には納得がいくのではない

であろうか。

　上記のような特徴は彼らの消費行動にも表れている。

Instagram や TikTok 等の購買導線を持ち合わせた

SNS を活用して瞬時に購入に至る「パルス消費」は

代表的なものだ。また、消費は自分を表現するものと

考える傾向があるともいわれ、自分らしさを求める

「自己表現消費」、仲の良い人との絆を深めるための

「マイメン消費」（マイメン：マイメンバーの略で「仲

の良い人」の意味）も特徴的である。他にも、アイド

ルやアニメの推しているメンバーやキャラクターを応

援するために行う「推し消費」や SDGs 等のグロー

バルイシューを配慮した「サステナブル消費」が挙げ

られる。

　このような特徴を持つＺ世代は、いずれ将来の主要

購買層となる。Z 世代の消費や決済について洞察し、

今後の見立てを描くことが多くの企業に求められるで

あろう。最後に、BNPL の台頭を踏まえたＺ世代の

決済傾向シナリオを考えてみたい。

Z世代通して考える
これからの消費・決済

　dot、ループス・コミュニケーションズ、4th の３

社が運営する「Z 世代会議」が発表した「Ｚ世代レ

ポート 2018」によると、Z 世代の価値観・ライフス

タイルのタイプは大きく４つに分かれる。今回、それ

ぞれの特性を踏まえ、消費・決済傾向や決済手段の利

用割合についてペルソナ分析を行った。各タイプにお

ける決済手段の利用割合はあくまで推測値であるが、

その結果、各タイプを統合したトータルでの利用割合

は、クレジットカードが 50％、スマホ決済が 23％、

現金・電子マネーが 19％。BNPL は 9％と見込まれ

る（図６）。

　図 3 で示したように、幅広い世代を対象とした直

近調査では、クレジットカードの利用割合は 82％で

あるから、それが 50％となるのであれば減少幅は小

さくないと見えるかもしれない。しかしながら、クレ

ジットカードはスマホ決済や電子マネーのチャージ用

の支払い手段として紐づけられるため、実態としての

クレジットカードのシェアはそれほど減らないと推測

される。BNPL のシェア 9％にフォーカスすると、先

に触れた通り、2024 年度の予想は 6％強、その後

Z世代の特徴と消費行動

WebサイトやSNS等の
閲覧中に、 突発的欲求が
起こす瞬時の消費

理想の自分に近づくため
に自己表現を意識した

消費

推しの（好みの）
アイドルやアニメキャラを
応援するための消費

環境等に配慮した
消費やフェアトレード等
の倫理的な消費

本当に仲良しの
「マイメン」と関係を
深めるための消費



8後払いの新形態「BNPL」とこれからの消費・決済

10％程度で落ち着くと見込んだが、ほぼ頭打ちの値

と合致する。

　つまり、決済手段の割合に極端な変動はなく、

BNPL は決済手段の選択肢の一つとして一定のシェ

アを確保するにとどまるというシナリオが想定される。

Z 世代をはじめとした新たな消費行動にフィットする

決済手段として一定の認知・利用は広がるものの、即

座に既存の決済事業者にとって脅威になるものではな

いと思われる。アメリカ並みのブームが日本に到来す

るとの予想もあるが、日米のクレジットカード保有率

の違いが示すように、社会的・経済的背景が異なるた

め、その情勢は冷静に見ていく必要があるだろう。

　BNPL は数ある決済サービスの一つにすぎない。

しかし、購買体験における決済の “ 摩擦 ” を取り除き、

一定といえどもシェアを獲得している BNPL から学

ぶことは多い。顧客の体験に焦点を当てれば、隠れた

ペインポイントや新たに訴求できるベネフィットがま

だあることを示唆している。既に金融サービスも顧客

視点に立った体験を想定できているかが問われる時代

になっている。エンベデッドファイナンスもその流れ

の一つとして見ることもできる。

　目まぐるしく変化する社会における消費者変容を捉

える一つのリトマス紙として、順応力の高いＺ世代を

例にして今回はシナリオを想定した。しかしながら彼

らもタイプ別にライフスタイルや消費・決済傾向が異

なるように消費者は一様ではない。様々な切り口で消

費者と向き合い、生じた小さな変化を見逃さず捉える

ことで、次世代に求められる消費・決済のヒントが見

えてくるのではないだろうか。

� 　エグゼクティブパートナー　和田　安有夢

Z世代の決済手段シェア　予測シナリオ

価値観のばらつきが大きく、
目立つ特徴のない人たち

・特定のECやコンビニで必要なものを購入
・ネットの口コミや友人からの評判を重視
・クレジットカードやスマホ決済、BNPLを利用

60%25%

10%
5%

・スーパーやユニクロなどリアル店舗を利用
・高額なものは必要なもののみ購入、 
　サブスクなどを利用しコスパを高める
・日常的な買い物には現金や電子マネーを利用

人づきあいが苦手で悲観的
真面目な性格でモノにこだわらない

30%

15%40%

15%

・買い物が好きでECや店頭、 Instagramや
  TikTokを通じて購買することが多い
・決済手段は店舗やサイトに合わせて利用

SNSを器用に使いこなす
他人の目が気になり、 
不安や孤独を感じることも

30%

30%
20%

20%

・必要な日常用品は定期便やサブスクを利用
・モノよりコト消費派。大きな出費は
　仲間との食事やイベントなどに利用
・クレジットカードの利用率が高い

リーダー気質で社交家で、 
伝統的価値観が強い
人生を楽しんでいる 70%

20%
10%
0%

0%

50%

23%

18%

9%
BNPL

現金・
電子マネー クレジット

カード

スマホ決済


